
1.重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

　減価償却資産について、定額法により直接減価償却を実施している。・減価償却資産（リース資産を除く）・・・定額法により減価償却を実施している。

・リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法により減価償却を

　　　　　　　　　実施している。

(2)引当金の計上基準

　退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給付額を控除した

金額を計上している。

(3)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

2.特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

特定資産

退職給付引当資産

固定資産取得積立資産

財政運営資金積立資産

3.特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

特定資産

退職給付引当資産 （ ) （ )

固定資産取得積立資産 （ ) （ )

財政運営資金積立資産 （ ) （ )

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建物

構築物

車両運搬具

什器備品

建物付属設備

リース資産

合計

5.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金

連合交付金 0 0 ―

運営補助金 0 0 ―

0

市 37,385,734 37,385,734

合計 0 53,021,734 53,021,734

貸借対照表上
の記載区分

国 15,636,000 15,636,000

41,763,606 30,496,407 11,267,199

（単位：円）

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

16,155,973 13,399,313 2,756,660

6,729,894 1,009,530 5,720,364

6,648,857 5,678,117 970,740

1,072,838 255,945 816,893

（単位：円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

420,000 220,220 199,780

10,736,044 9,933,282 802,762

57,600,000 0 57,600,000 ―

合　　計 69,942,451 0 61,401,430 8,541,021

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

8,541,021 ― 0 8,541,021

（単位：円）

57,600,000 57,600,000 57,600,000 57,600,000

3,801,430 0 3,801,430 ―

3,801,430 0 0 3,801,430

財務諸表に対する注記

合　　計 68,312,839 59,229,612 57,600,000 69,942,451

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

6,911,409 1,629,612 0 8,541,021



6.引当金の明細

8,541,021

その他

　退職給付引当金 6,911,409 1,629,612 0 0

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用


